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2級 学科試験 
◆ 

◆ 

平成22年１月24日（日） 

10：00～12：00（120分） 

 

１．本試験の出題形式は，四答択一式60問です。 

２．筆記用具，計算器具（プログラム電卓等を除く）の持込みが認められています。 

３．試験問題については，特に指示のない限り，2009年10月１日現在施行の法令等

に基づいて解答してください。 

４．試験時間中は，乱丁・落丁，印刷不鮮明に関する質問以外はお受けできません。

５．不正行為があったときは，すべての解答が無効になります。 

６．解答用紙の注意事項を必ずお読みください。 

７．その他，試験監督者の指示に従ってください。 

《退席時の注意事項》 

s試験開始後60分経過した時点で中途退出できます。中途退出をする場合には，試

験監督者に解答用紙を必ず手渡してください。問題用紙はお持ち帰りください。 

s試験終了時間10分前からは退出できません。試験終了後，試験監督者が解答用紙

を回収しますので，着席したままお待ちください。 

★ 注意事項 ★ 

ファイナンシャル･プランニング技能検定 
平成22年１月実施 

実 施 日  

試験時間 

○この試験の模範解答は１月24日（日）午後５時30分以降，当会のホームページに掲載します。 
　（http://www.kinzai.or.jp/answer/fp.html） 
○３月４日（予定）に受検者全員に合否通知書を送付するほか、当会のホームページで合格者の受検 
　番号を掲載してお知らせします。 
　（http://www.kinzai.or.jp/ginou/） 

厚生労働大臣指定試験機関　社団法人 金融財政事情研究会 厚生労働大臣指定試験機関　社団法人 金融財政事情研究会 

〒160-8529　東京都新宿区南元町19　TEL 03-3358-0771
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☆☆☆解答に当たっての注意事項☆☆☆ 

・ 試験問題については、特に指示のない限り、平成２１年１０月１日現在

施行の法令等に基づいて解答してください。 

 

・ 次の各問について答えを１つ選び、その番号を解答用紙にマークしてくだ

さい。 

学 科
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問題 １ 

 ファイナンシャル・プランナーの顧客に対する行為に関する次の記述のうち、最も不適切なものはど

れか。 

 

１．金融商品取引業の登録を受けていないファイナンシャル・プランナーが、顧客と有償の投資顧問契

約を結び、その契約に基づき、顧客に株式の個別銘柄に関する投資情報を提供した。 

２．税理士資格を有しないファイナンシャル・プランナーが、顧客から相続税の算出方法について相談

されたので、仮定の事例に基づく概算額を計算して説明した。 

３．弁護士資格を有しないファイナンシャル・プランナーが、顧客から遺言の方式について尋ねられた

ので、公正証書遺言・自筆証書遺言等の概略について、相違点を中心に説明した。 

４．生命保険募集人の登録を受けていないファイナンシャル・プランナーが、生命保険の募集・勧誘を

目的とせずに、顧客のライフプランを立案・作成し、死亡時に必要な保障額に基づき生命保険加入

の必要性を提案した。 

 

問題 ２ 

 退職者および高齢者向けの公的医療保険制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．退職時に健康保険の被保険者期間が一定の期間以上ある者は、原則として、退職後２０日以内に申

請することにより、健康保険の任意継続被保険者となることができる。 

２．退職後、配偶者や子などが加入している健康保険の被扶養者となるためには、主としてその被保険

者に生計を維持されている等の要件を満たすことが必要である。 

３．国民健康保険に加入した場合、国民健康保険料（税）は所得割、均等割等により計算されるが、そ

の計算方法は市町村（特別区を含む）により異なる。 

４．７５歳以上の者は、原則として、健康保険等の公的医療保険制度に継続して加入したまま、後期高

齢者医療制度（長寿医療制度）の適用を受けることになる。 

 

問題 ３ 

 労働者災害補償保険（以下「労災保険」という）に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれ

か。 

 

１．労災保険の適用労働者には、適用事業に使用されるアルバイトやパートタイマーも含まれる。 

２．労災保険は、業務災害だけでなく、通勤災害についても保険給付の対象としている。 

３．労災保険の保険料を計算する際に用いる労災保険率は、事業の種類にかかわらず、一定率である。 

４．中小事業主でも、一定の要件を満たしている場合には、申請により労災保険に特別加入することが

できる。 
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問題 ４ 

 国民年金の付加年金および老齢基礎年金の繰下げ支給に関する次の記述の空欄（ア）～（ウ）にあて

はまる数値の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。 

 

・ 国民年金の第１号被保険者が、国民年金保険料に上乗せして月額（ ア ）円の付加保険料を

納付すると、老齢基礎年金の受給権を得たときに、「（ イ ）円×付加保険料納付月数」で計

算された付加年金が、老齢基礎年金に上乗せして支給される。 

・ 昭和１６年４月２日以後生まれの者が、老齢基礎年金を６５歳から受給せずに６６歳以後に繰

り下げて受給する場合、本来の年金額に「（ ウ ）％×６５歳到達月から繰下げ申出月の前月

までの月数（６０月が上限）」を乗じた額が加算された年金額を、受け取ることができる。 

 

１．（ア）２００ （イ）４００ （ウ）０.７ 

２．（ア）４００ （イ）２００ （ウ）０.７ 

３．（ア）２００ （イ）４００ （ウ）０.５ 

４．（ア）４００ （イ）２００ （ウ）０.５ 
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問題 ５ 

 下記の図は、３人の２０歳から平成２２年３月末までの職業や公的年金制度加入等の履歴および予定

を示したものである。この３人のうち、平成２２年３月までの加入期間で老齢基礎年金の受給資格期間

を満たしている者として、正しいものはどれか。なお、いずれの者も、公的年金制度の保険料免除期間

および２０歳到達前の公的年金制度加入歴はなく、全期間において日本国内に居住していたものとする。 

 

昭和５８年４月
▼

平成２２年３月末
▼

会社員
厚生年金保険加入

Ａさん：昭和３８年４月生まれ

アルバイト
国民年金加入
(第１号被保険者)
保険料未納

昭和６１年４月
▼

平成元年４月
▼

学生
国民年金未加入

昭和５６年４月
▼

平成２２年３月末
▼

専業主婦
国民年金加入

（第３号被保険者）

Ｂさん：昭和３６年４月生まれ

専業主婦
国民年金未加入

(厚生年金保険被保険者
の被扶養配偶者）

昭和６１年４月
▼

昭和４９年４月
▼

平成２２年３月末
▼

会社員
厚生年金保険加入

Ｃさん：昭和２９年４月生まれ

昭和６１年４月
▼

自営業
国民年金加入
保険料未納

３年 ３年 ２１年

５年 ２４年

１２年 ２４年

 

 

１．Ａさん、Ｂさんの２人 

２．Ａさん、Ｃさんの２人 

３．Ｂさん、Ｃさんの２人 

４．Ａさん、Ｂさん、Ｃさんの３人 
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問題 ６ 

 公的年金給付の併給調整に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．６０歳台前半の老齢厚生年金を受給している者が、障害基礎年金の受給権を取得した場合、受給権

者は、いずれか一方の年金を選択して受給することになる。 

２．老齢基礎年金を繰上げ受給している６５歳未満の者が、遺族厚生年金の受給権を取得した場合、受

給権者は、６５歳に達するまではいずれか一方の年金を選択して受給することになる。 

３．老齢基礎年金と障害厚生年金は、受給権者が６５歳以上の場合には併給される。 

４．障害基礎年金と遺族厚生年金は、受給権者が６５歳以上の場合には併給される。 

 

問題 ７ 

 企業年金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．加入者（従業員）が負担した厚生年金基金の掛金は、所得税の小規模企業共済等掛金控除の対象と

なる。 

２．厚生年金基金は、老齢厚生年金の一部を国に代行して支給するとともに、独自の上乗せ給付を行う。 

３．確定給付企業年金の規約型は、労使合意の年金規約に基づき、事業主が信託会社等の資産管理運用

機関と契約を結び、年金資産の管理、運用、給付を行う。 

４．適格退職年金は、平成２４年３月３１日をもって廃止されることが決まっており、企業はそれまで

に既存の適格退職年金制度を廃止するか、他の企業年金制度等への移行手続きを行う必要がある。 

 

問題 ８ 

 確定拠出年金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．国家公務員共済組合と地方公務員共済組合の組合員は、確定拠出年金に加入することはできない。 

２．国民年金の第３号被保険者は、個人型年金加入者になることはできない。 

３．企業型年金の加入者が、企業を退職して国民年金の第１号被保険者になった場合、個人別管理資産

を国民年金基金連合会へ移換し、個人型年金に加入することができる。 

４．企業型年金の加入者が、６０歳到達前に確定給付型の企業年金制度しかない企業へ転職した場合、

個人別管理資産を企業年金連合会に移換し、企業型年金の掛金拠出を継続することができる。 
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問題 ９ 

 Ａさんが、平成２１年６月に、住宅ローンの利用によりＭ銀行から融資を受けて、Ｙ市にあるＢさん

所有のマンションを単独名義で購入した場合に係る諸費用等に関する次の記述のうち、最も不適切なも

のはどれか。 

 

１．所有権移転登記、抵当権設定登記をした場合、Ａさんには登録免許税の支払い義務が生じる。 

２．Ａさんは、平成２１年度分の固定資産税・都市計画税について、平成２１年中の当該マンションの所

有月数に応じた月割の税額をＹ市に支払う必要がある。 

３．住宅ローンの利用に伴いＡさんが団体信用生命保険に加入した場合、その団体信用生命保険に係る

保険金の受取人はＭ銀行となる。 

４．住宅ローンに保証会社の保証を付した場合、万一、Ａさんによる住宅ローンの返済が滞り、Ａさん

に代って保証会社によるＭ銀行への返済がなされると、Ａさんはその保証会社に対して債務を負う

ことになる。 

 

問題 １０ 

 下記＜Ｄ社のデータ＞より求められる当事業年度におけるＤ社の自己金融（「キャッシュフロー」ま

たは「内部金融」ともいう）の金額として、正しいものはどれか。なお、自己金融の金額は、減価償却

費に留保利益を加えることで求められ、記載のない金額については一切考慮しないものとする。 

 

＜Ｄ社のデータ＞（当事業年度の決算報告書より抜粋） 

① 減価償却費     １００百万円 

② 税引前当期純利益  ７００百万円 

③ 法人税等      ２００百万円 

④ 剰余金の配当    １５０百万円 

 

１． ２５０百万円 

２． ３５０百万円 

３． ４５０百万円 

４． ５００百万円 
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問題 １１ 

 保険契約者保護制度の補償対象である保険契約の補償割合に関する次の記述のうち、最も不適切なも

のはどれか。 

 

１．定期保険契約は、原則として、保険会社破綻時点の責任準備金等の９０％が補償される。 

２．医療保険契約は、原則として、保険会社破綻時点の責任準備金等の８０％が補償される。 

３．地震保険契約は、保険会社破綻後の経過期間にかかわらず、保険事故が発生した場合、支払われる

べき保険金の全額が補償される。 

４．個人契約の火災保険契約は、保険会社破綻後３ヵ月以内に保険事故が発生した場合、支払われるべ

き保険金の全額が補償される。 

 

問題 １２ 

 個人向けの生命保険商品に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、記載のない特約

については、一切考慮しないものとする。 

 

１．定期保険は、保険期間内に被保険者が死亡した場合は死亡保険金が支払われ、保険事故が発生せず

に保険期間が満了した場合は満期保険金が支払われる。 

２．被保険者が同一人であり、保険期間・保険料払込期間・保険金額等の加入条件が同じ養老保険と定

期保険を比べると、一般に、保険料は養老保険の方が高くなる。 

３．保険料が月払いの個人年金保険では、一般に、保険料払込期間中の死亡給付金の額は一定額であり、

被保険者死亡時点の既払込保険料の額に応じて死亡給付金の額に違いが生じることはない。 

４．保険料有期払込みの定期保険特約付終身保険（更新型）では、被保険者の年齢にかかわらず、定期

保険特約を自動更新できる。 

 

問題 １３ 

 死亡保障を目的とする保険に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．定期保険特約付終身保険（更新型）の自動更新後の保険料は、一般に、更新前よりも高くなる。 

２．収入（生活）保障保険の保険金を一時金で受け取る場合の受取額は、年金形式で受け取る場合の受

取総額よりも少なくなる。 

３．逓増定期保険は、保険期間の経過に伴い、一定割合で死亡保険金額および保険料が逓増していく。 

４．無選択型保険の保険料は、告知や診査がある保険に比べると、他の契約条件が同じであれば、高く

なる。 
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問題 １４ 

 個人年金保険に係る生命保険料控除の対象となる個人年金保険契約等の要件に関する次の記述のう

ち、誤っているものはどれか。 

 

１．年金受取人は、契約者（＝保険料負担者）または契約者の配偶者であること 

２
 

．年金種類が確定年金・有期年金であるときは、年金受取り開始日における年金受取人（＝被保険者）

の年齢が６０歳以上で、かつ年金受取期間が１０年以上であること 

３．保険料の払込みは、年金支払い開始日前１０年以上の期間にわたって定期に行うものであること 

４．年間の正味払込保険料総額が、１０万円以上であること 

 

問題 １５ 

 法人を契約者（＝保険料負担者）とする生命保険の保険料の経理処理に関する次の記述のうち、最も

不適切なものはどれか。 

 

１．逓増定期保険は、保険期間満了時まで条件を変更せずに契約を継続すれば、支払った保険料の累計

額と損金算入した額の累計額が同額となる。 

２．全役員を被保険者、法人を死亡保険金受取人とする一時払終身保険の保険料は、払込み時に保険料

積立金として資産に計上し、期間の経過に応じて損金に算入する。 

３．役員を被保険者、法人を死亡保険金受取人とする長期平準定期保険の年払い保険料は、保険期間の

前半６割相当期間は２分の１を長期前払費用として資産に計上し、残り２分の１を損金に算入する。 

４．特定の従業員を被保険者、その遺族を死亡保険金受取人とする定期保険の年払い保険料は、その従

業員への給与となり、全額を損金に算入する。 

 

問題 １６ 

 任意加入の自動車保険から支払われる保険金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

ただし、本問においてＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄはそれぞれ記名被保険者であるものとする。 

 

１．Ａさんが自家用車を運転中に他車と衝突して首にケガをし、治療費等が発生した場合、Ａさんの過

失割合とは関係なく人身傷害補償保険の保険金支払いの対象となる。 

２．Ｂさんが自家用車を車庫入れ中に、車両誘導中のＢさんの父親に誤って接触しケガをさせた場合、

対人賠償保険の保険金支払いの対象となる。 

３．Ｃさんが自家用車を運転中に他の自動車に追突され後遺障害を被ったが、事故の相手方（無保険車）

から十分な補償を受けることができなかった場合、無保険車傷害保険の保険金支払いの対象となる。 

４．Ｄさんが自家用車を運転中に停車している自動車に誤って追突し、相手車両の損害に対して賠償責

任が生じた場合、対物賠償保険の保険金支払いの対象となる。 
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問題 １７ 

 一般的な積立型の損害保険に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．積立型の損害保険は、保険金額の全額が支払われた場合には、その時点で契約が終了し、満期返戻

金は支払われない。 

２．積立型の損害保険には、契約者貸付制度および保険料の自動振替貸付制度はない。 

３．積立傷害保険は、積立部分の保険料をあらかじめ定められた利率で運用するため、契約者配当金が

支払われることはない。 

４．積立傷害保険は、海外旅行中にケガをして治療を受けた場合には、保険金は支払われない。 

 

問題 １８ 

 個人の損害保険契約（保険契約者＝保険料負担者）の税務に関する次の記述のうち、正しいものはど

れか。 

 

１．所得税における地震保険料控除の年間限度額は、５万円である。 

２．自動車保険の車両保険から受け取った保険金は、一時所得として所得税の課税対象となる。 

３．積立傷害保険の満期返戻金は、雑所得として所得税の課税対象となる。 

４．積立火災保険を解約して受け取った解約返戻金は、非課税である。 

 

問題 １９ 

 家計のリスク管理と損害保険に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．新築の自宅が地震により倒壊するリスクに備えて、地震保険を付帯して火災保険を契約した。 

２．購入した新車が当て逃げ被害に遭うリスクに備えて、自動車保険の車両保険を一般条件で契約した。 

３．同居し生計を共にしている高齢の親が自宅内で転倒し、ケガで入院するリスクに備えて、家族傷害

保険を契約した。 

４．友人から借りたビデオカメラを海外旅行中に誤って壊してしまうリスクに備えて、個人賠償責任保

険を契約した。 
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問題 ２０ 

 生命保険を利用した事業活動のリスク管理に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．長期平準定期保険は、役員の死亡退任だけでなく、生存退任による退職慰労金の準備としても活用

できる。 

２．従業員の業務外死亡により会社が受け取った死亡保険金を原資にして遺族に支払った弔慰金が「従

業員死亡時の報酬月額×６ヵ月分」までの金額であれば、会社は支払った弔慰金の全額を損金に算

入することができる。 

３．総合福祉団体定期保険は、従業員が定年退職した場合の退職金等の準備として活用できる。 

４．契約者（＝保険料負担者）および満期保険金受取人を法人、被保険者を従業員、死亡保険金受取人

を従業員の遺族とする養老保険は、従業員が普遍的に加入することにより、支払う保険料の２分の

１を損金に算入することができる。 

 

問題 ２１ 

 金融市場および財政・金融政策等に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．一般に、金利上昇は株価の上昇要因となり、金利低下は株価の下落要因となる。 

２．日本国内の景気が回復し海外からの投資が活発になり、円買い需要が増えると、一般に、為替相場

は円安傾向になることが想定される。 

３．日本銀行は、インフレ懸念が生じると、一般に、いわゆる買いオペの実施などの公開市場操作によ

って金利を高めに誘導する金融政策をとる。 

４．不況時に景気を浮揚させるために採られる財政政策としては、公共事業の拡大や減税による消費や

設備投資を刺激する政策などがある。 

 

問題 ２２ 

 各種預貯金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．大口定期預金の適用金利は、店頭表示金利を基準として、銀行との取引状況などに応じて相対によ

り決定される。 

２．貯蓄預金は、公共料金などの自動支払いや給与・年金などの自動受取口座として利用することはで

きない。 

３．決済用預金は、決済用預金以外の預貯金の預入残高および利息の額にかかわらず、１金融機関につ

き預金者１人当たり元本１,０００万円までが預金保険制度により保護される。 

４．ゆうちょ銀行の定期貯金の金利は、固定金利で、預入期間３年未満のものは単利型、３年、４年、

５年ものは半年複利型である。 

 



－11－ ２級 学科試験(2010.1.24)

問題 ２３ 

 ＭＭＦ、ＭＲＦ、ＥＴＦ（上場投資信託）に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．ＭＭＦは、残存期間が短く高い利回りの公社債やコマーシャル・ペーパーなどを運用対象とする追

加型公社債投資信託であるため、元本割れのリスクがない。 

２．ＭＲＦは、１ヵ月ごとに決算を行い分配金を再投資する仕組みの追加型公社債投資信託であり、証

券総合口座専用の投資信託である。 

３．ＥＴＦは、上場株式と同様に、投資家が証券会社に注文を委託して証券取引所で売買することがで

きる。 

４．国内で設定されたＥＴＦには、特定の業種の株価指数や商品指数に連動するものはない。 

 

問題 ２４ 

 投資信託の分類方法およびディスクロージャーに関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．ファンド・オブ・ファンズは、他の投資信託に投資する投資信託であり、個別の株式は組み入れら

れていない。 

２．組入れ資産のほとんどが債券で、株式がまったく組み入れられていない証券投資信託であっても、

約款上の投資対象に株式が含まれていれば、公社債投資信託ではなく株式投資信託に分類される。 

３．投資信託の目論見書は、あらかじめ投資家の同意を得たうえで、インターネットのホームページ、

電子メールなどの方法により投資家に交付することができる。 

４．運用報告書は、ファンドの決算終了後、販売会社が遅滞なく作成し、投資家に交付する。 

 

問題 ２５ 

 株式市場の代表的な指標に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．日経平均株価（日経２２５）は、修正平均株価方式に基づいて算出されている。 

２．東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）は、株価水準の高い銘柄（値がさ株）の値動きの影響を受けやすく、

日経平均株価（日経２２５）は、時価総額の大きい銘柄の値動きの影響を受けやすい。 

３．単純平均株価とは、対象となる市場の上場銘柄の株価の合計を銘柄数で除したものである。 

４．東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）は、東京証券取引所市場第一部に上場されている内国普通株式の全銘

柄を対象として算出している。 
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問題 ２６ 

 個人（居住者）が国内で行う外貨建て金融商品等の取引に関する次の記述のうち、最も不適切なもの

はどれか。 

 

１．海外市場に上場する外国株式を国内店頭取引の形態で売買するためには、外国証券取引口座を開設

する必要がある。 

２．証券会社が一般顧客から保護預かりしている外貨建て債券は、投資者保護基金による保護の対象と

なる。 

３．外貨建てＭＭＦを売却したことにより生じた為替差益は、雑所得として総合課税の対象となる。 

４．「くりっく３６５」等の取引所の外国為替証拠金取引により得た利益は、先物取引に係る雑所得等

として申告分離課税の対象となる。 

 

問題 ２７ 

 一般的なオプション取引に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．オプション取引には、店頭（相対）取引と、上場しているオプションを取引所で売買する取引所取

引がある。 

２．オプション取引を権利行使のタイミングによって分類した場合に、取引開始日から取引最終日まで

いつでも権利行使可能なタイプのことをヨーロピアンタイプという。 

３．コール・オプションでは、オプションの買い手は支払ったオプション・プレミアム以上の損失を負

うことはないが、オプションの売り手は、理論上は無限の損失を負う可能性がある。 

４．原資産のボラティリティの上昇は、オプション・プレミアムの上昇要因となる。 

 

問題 ２８ 

 ドルコスト平均法により、１回当たり１万円の投資金額でＡ社株式を以下のとおり買い付けたときの

平均取得単価（株価）として、正しいものはどれか。なお、取引手数料等は考慮しないこと。 

 

 第１回 第２回 第３回 第４回 

株価 ２,０００円 ２,５００円 ２,０００円 ５,０００円 

 

１． ２,５００円 

２． ２,８７５円 

３． ３,４７８円 

４． ３,５００円 
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問題 ２９ 

 金融商品に係る国内居住者（個人）の課税関係に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．源泉徴収ありの特定口座内における上場株式等の譲渡による損益について、他の証券会社の源泉徴

収ありの特定口座内の上場株式等の譲渡による損益と通算するためには、確定申告が必要となる。 

２．一般口座内における公募株式投資信託の解約差益と償還差益については、申告不要を選択して、源

泉徴収により課税関係を終了することができる。 

３．上場株式の配当金については、申告分離課税を選択した場合、配当控除の適用を受けることはでき

ない。 

４．公募株式投資信託の普通分配金については、申告分離課税を選択した場合、確定申告をすることに

より、上場株式等の譲渡損失の金額と損益通算することができる。 

 

問題 ３０ 

 個人顧客（特定投資家ではない）に対する保険商品の募集・勧誘等に係る関連法規に関する次の記述

のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．金融商品取引法の規定により、保険契約の締結の勧誘においては、いかなる種類の保険商品であっ

ても、元本欠損が生じる可能性がある旨およびその要因を記載した書面の顧客への交付等が義務付

けられている。 

２．保険業法の規定により、保険契約の締結または募集を行う際においては、保険料の割引、割戻しそ

の他の特別の利益の提供を約することが禁止されている。 

３．金融商品の販売等に関する法律の規定により、保険商品の販売を行うに当たっては、保険会社が破

たん等に陥った場合に保険金額や年金額等が削減される可能性があることについて、保険商品の販

売が行われるまでの間に、顧客へ説明することが義務付けられている。 

４．消費者契約法の規定により、保険契約の勧誘の際に、重要事項について事実と異なることを告げた

ことにより顧客（消費者）が誤認して契約した場合、顧客は、契約に関する申込みの取消しまたは

承諾の意思表示の取消しをすることができる。 

 

問題 ３１ 

 所得税の原則的な仕組みに関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．所得税法では、所得を発生形態別に分類し、それぞれの所得ごとに定められた計算方法により、所

得の金額を計算することとしている。 

２．所得税は、原則として、個人が１月１日から１２月３１日までの間に得た所得に対して課税される。 

３．課税総所得金額に対する所得税額は、所得の金額にかかわらず、一律の税率により計算される。 

４．所得税は、納税者本人が税額を計算し、自主的に申告・納付する申告納税方式を採用している。 
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問題 ３２ 

 国内株式から受ける配当所得に係る所得税の取扱いに関する次の記述のうち、最も不適切なものはど

れか。 

 

１．配当所得の金額の計算においては、原則として、配当所得を生ずべき元本を取得するために要した

負債の利子の金額は、収入金額から控除する。 

２．配当所得に係る配当の支払いを受ける際には、所得税が源泉徴収される。 

３．上場株式の発行済株式総数の５％以上を有する大口株主は、その株式の配当について、申告分離課

税を選択することができない。 

４．非上場株式の配当については、その配当の金額にかかわらず、申告不要を選択することができない。 

 

問題 ３３ 

 所得税において、次の場合における損益通算後の総所得金額として、最も適切なものはどれか。なお、

解答に当たっては、記載のない条件については一切考慮しないものとする。 

 

給与所得    ５,５００千円 

一時所得     ▲３００千円 

不動産所得  ▲２,０００千円（不動産所得の金額の計算上の必要経費のうち、２５０千円は土

地の取得に要した借入金利子相当額） 

雑所得       ７５０千円 

（注）▲は、当該所得に損失が発生していることを意味する。 

 

１． ３,９５０千円 

２． ４,２５０千円 

３． ４,５００千円 

４． ５,９５０千円 

 

問題 ３４ 

 所得税の所得控除に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．医療費控除の金額は、納税者の総所得金額等にかかわらず、支出医療費の合計額から保険金等で補

てんされる金額を差し引き、さらに一律１０万円を差し引いた金額である。 

２．夫と死別し再婚していない女性は、合計所得金額が５００万円以下であれば、扶養親族がいない場

合にも寡婦控除の適用がある。 

３．配偶者控除は、納税者の合計所得金額が１,０００万円を超えている場合には適用がない。 

４．扶養控除の金額は、扶養される親族の年齢にかかわらず、一律３８万円である。 
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問題 ３５ 

 居住者である個人への各種支払い等に係る所得税の源泉徴収に関する次の記述のうち、最も不適切な

ものはどれか。 

 

１．会社が、自社の従業員向けセミナーに招いた社外の講師に対して、講演料を支払う際には、原則と

して、その会社には所得税を源泉徴収する義務がある。 

２．割引金融債の発行体が、投資家に対して、割引金融債の償還金を支払う際には、原則として、その

発行体には所得税を源泉徴収する義務がある。 

３．国内の銀行が、預金者に対して、非課税ではない預金利子を支払う際には、原則として、その銀行

には所得税を源泉徴収する義務がある。 

４．会社が、自社の定年退職者に対して、退職一時金を支払う際には、原則として、その会社には所得

税を源泉徴収する義務がある。 

 

問題 ３６ 

 所得税の各種控除に関する次の記述のうち、年末調整により適用が受けられる場合はどれか。 

 

１．給与所得者が、同一生計の親族の医療費を支払ったことにより、医療費控除の適用を受ける場合 

２．給与所得者が、居住開始の年分について住宅借入金等特別控除の適用を受ける場合 

３．その年の合計所得金額が１,０００万円以下の給与所得者が、配偶者特別控除の適用を受ける場合 

４．給与所得者が、災害により資産に損害を受けたことにより、雑損控除の適用を受ける場合 

 

問題 ３７ 

 個人住民税に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．平成２２年度分の個人住民税の納付先は、平成２２年１月２日以降の住所地にかかわらず、原則と

して、平成２２年１月１日に住所地であった市町村（特別区）および道府県（都）となる。 

２．個人住民税における基礎控除および配偶者控除は、所得税における基礎控除および配偶者控除より

も、控除額が大きい。 

３．個人住民税の所得割の標準税率は、納税者の所得の金額にかかわらず、道府県（都）民税が４％、

市町村（特別区）民税が６％である。 

４．平成２１年に入居し、所得税の住宅借入金等特別控除の適用を受けた者が、その年分の所得税額か

ら控除しきれない残額がある場合、翌年度分の個人住民税からその残額のうち一定額を限度として

控除する。 
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問題 ３８ 

 Ｘ社が当期（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日）に取得し事業の用に供した減価償却資

産の減価償却費に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、Ｘ社は資本金５,０００万

円（株主はすべて個人）で、当期に取得し事業の用に供した減価償却資産の取得価額の合計額は３００万

円未満であり、青色申告書を提出している。 

 

１．取得価額２５万円の減価償却資産については、その資産の使用可能期間にかかわらず、選択により

取得価額の全額を当期の損金に算入することができる。 

２．取得価額１５万円の減価償却資産については、その資産の使用可能期間にかかわらず、選択により

取得価額を当期から３年間均等で償却して損金に算入することができる。 

３．取得価額５万円の減価償却資産については、その資産の使用可能期間にかかわらず、選択により取

得価額の全額を当期の損金に算入することができる。 

４．使用可能期間３年の減価償却資産については、その資産の取得価額にかかわらず、選択により取得

価額の全額を当期の損金に算入することができる。 

 

問題 ３９ 

 消費税に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．消費税は、原則として、事業者が国内において対価を得て行う商品等の販売やサービスの提供に対

して課税されるが、土地の譲渡など非課税とされる取引がある。 

２．基準期間の課税売上高が１,０００万円以下の事業者は、届出により課税事業者を選択している場

合を除き、免税事業者となる。 

３．簡易課税制度を選択した事業者は、原則として、最低２年間は簡易課税制度の適用を継続しなけれ

ばならない。 

４．簡易課税制度を選択した事業者の納付すべき消費税の金額は、一律４０％のみなし仕入れ率を用い

て計算される。 

 

問題 ４０ 

 会社と役員間の取引における法人税または所得税の取扱いに関する次の記述のうち、最も不適切なも

のはどれか。 

 

１．会社所有の資産が、適正な時価よりも著しく低い価額で役員に譲渡された場合、適正な時価と譲渡

価額との差額は、会社から役員への寄付金として取り扱われる。 

２．役員所有の資産が、適正な時価よりも著しく高い価額で会社に譲渡された場合、適正な時価と譲渡

価額との差額は、役員給与とみなされる。 

３．役員が会社所有の社宅に居住しているが、適正な賃料よりも低い金額の賃料しか負担していない場

合、適正な賃料と役員が負担した賃料との差額は、役員給与とみなされる。 

４．会社が役員から金銭の借入れをしているが、一切の利息を負担していない場合であっても、原則と

して、利息相当額の課税等の問題は生じない。 
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問題 ４１ 

 不動産の登記等に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．不動産登記上、抵当権に関する事項は、登記記録の権利部（乙区）に記録されている。 

２．分譲マンションの不動産登記上の床面積は、壁芯面積ではなく、内法面積で表示されている。 

３．不動産登記には公信力があるため、登記記録を確認し、その登記記録の内容が真実であると信じて

取引した場合には、その登記記録の内容が真実と異なっていても法的な保護を受けることができる。 

４．登記所は、不動産登記法に基づく地図が備え付けられるまでの間、これに代えて地図に準ずる図面

（いわゆる公図）を備え付けることができる。 

 

問題 ４２ 

 不動産の鑑定評価の手法に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．原価法は、価格時点における対象不動産の再調達原価を求め、この再調達原価について減価修正を

行って対象不動産の積算価格を求める手法である。 

２．取引事例比較法は、多数の取引事例を収集して、適切な事例を選択し、これらの取引価格に事情補

正および時点修正ならびに地域要因の比較および個別的要因の比較を行って求められた価格を比

較考量して、対象不動産の比準価格を求める手法である。 

３．収益還元法は、対象不動産が将来生み出すであろうと期待される純収益の現在価値の総和を求める

ことにより、対象不動産の収益価格を求める手法である。 

４．収益還元法は、実際に賃貸の用に供されていない自用の不動産の価格を求める際には用いることが

できない。 

 

問題 ４３ 

 民法に基づく建物の売買契約上の留意点に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、

特約については考慮しないものとする。 

 

１．買主は、解約手付を交付したときは、売主が契約の履行に着手した後であっても、自らが契約の履

行に着手していなければ、手付を放棄することで売買契約を解除することができる。 

２．売買契約の目的物である建物が、契約締結後引渡しまでの間に滅失した場合でも、売主の責めに帰

すことができない事由であれば、買主はその建物の代金を支払わなくてはならない。 

３．売主に売買契約上の債務の履行遅滞が生じた場合、買主は催告をせずに直ちに契約を解除すること

ができる。 

４．売買契約の目的物である建物に隠れた瑕疵が発見されても、引渡しが完了している場合は、買主は

契約の解除や損害賠償を請求することができない。 
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問題 ４４ 

 建物の賃貸借に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、本問においては、借地借

家法における定期建物賃貸借契約を定期借家契約、それ以外を普通借家契約という。 

 

１．普通借家契約で、期間の定めがない場合、賃借人は３ヵ月前の解約の申入れにより契約を終了でき

る。 

２．普通借家契約では、建物の賃貸借期間を１年未満とした場合、当該契約は無効である。 

３．定期借家契約は、公正証書による等書面で契約しなければならない。 

４．定期借家契約では、賃料を一定期間減額しないとする特約は、有効である。 

 

問題 ４５ 

 都市計画法上の規制に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

 

１．市街化区域とは既存の市街地のことであり、市街化調整区域とは市街化を促進すべき区域のことで

ある。 

２．市街化区域および市街化調整区域については、必ず用途地域を定めることとされている。 

３．市街化調整区域内においては、農業を営む者の居住の用に供する建築物の建築を目的として行う開

発行為であっても、許可が必要である。 

４．開発許可を受けた開発区域内の土地においては、開発行為に関する工事完了の公告があるまでの間

は、原則として、建築物を建築することができない。 

 

問題 ４６ 

 都市計画区域および準都市計画区域内における建築基準法の規定に関する次の記述のうち、誤ってい

るものはどれか。 

 

１．防火地域内に耐火建築物を建築する場合、建ぺい率と容積率の制限について緩和を受けることがで

きる。 

２．建築物の敷地は、原則として、幅員４ｍ以上の道路に２ｍ以上接していなければならない。 

３．建築物の敷地が、建ぺい率の異なる２以上の地域にわたる場合のその建築物の建ぺい率は、それぞ

れの地域における建築物の建ぺい率の限度に、敷地のうちそれぞれの地域に属する部分の面積の敷

地全体の面積に対する割合を乗じて得たものの合計以下でなければならない。 

４．建築物が防火地域と準防火地域にわたる場合においては、原則として、その建築物のすべてに防火

地域内の建築物に関する規定が適用される。 
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問題 ４７ 

 建物の区分所有等に関する法律に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．敷地利用権が数人で有する所有権その他の権利である場合、区分所有者は、規約に別段の定めがあ

る場合を除き、専有部分と敷地利用権とを分離して処分することはできない。 

２．区分所有建物の建替えは、集会において区分所有者および議決権の各４分の３以上の賛成による決

議がなければできない。 

３．共用部分に対する各共有者の持分は、規約で別段の定めをしない限り、各共有者が有する専有部分

の床面積の割合による。 

４．専有部分の占有者は、建物またはその敷地もしくは附属設備の使用方法につき、区分所有者が規約

または集会の決議に基づいて負う義務と同一の義務を負う。 

 

問題 ４８ 

 平成２１年度税制改正によって創設された「特定の土地等の長期譲渡所得の特別控除」（以下「特別

控除制度」という）および「土地等の先行取得をした場合の譲渡所得の課税の特例」（以下「先行取得

の課税の特例」という）に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．特別控除制度の対象となる土地等の取得時期は、平成２１年１月１日から平成２２年１２月３１日

までである。 

２．土地等を譲渡し、特別控除制度の適用を受ける場合、その譲渡に係る長期譲渡所得の金額から、最

高１,０００万円を控除することができる。 

３．先行取得の課税の特例の対象となる先行取得の土地等の取得時期は、平成２１年１月１日から平成

２２年１２月３１日までである。 

４．先行取得の課税の特例の適用要件には、譲渡する土地等の用途に関する制限は一切なく、居住の用

に供していた土地等の譲渡も先行取得の課税の特例の適用対象となる。 

 

問題 ４９ 

 不動産の賃貸に係る不動産所得に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．敷金または保証金の名目で収受した金銭のうち、賃借人への返還を要しない部分の金額は、不動産

所得の金額の計算上、総収入金額に計上する。 

２．不動産を賃貸することにより生じた所得に係る所得税および住民税は、不動産所得の必要経費に算

入することができる。 

３．個人が初めて不動産所得を生ずべき不動産の賃貸を開始した場合、その不動産の取得のための借入

金に係る利子で業務開始前の期間に対応する部分の金額は、不動産所得の必要経費に算入すること

ができる。 

４．個人が新たに賃貸用アパートを建築した場合、当該建物の減価償却の方法として、定率法を選択す

ることができる。 
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問題 ５０ 

 国内に上場されている不動産投資信託（以下「Ｊ－ＲＥＩＴ」という）に関する次の記述のうち、最

も適切なものはどれか。 

 

１．Ｊ－ＲＥＩＴを購入した個人投資家が受け取る分配金による所得は、税務上、不動産所得となる。 

２．Ｊ－ＲＥＩＴの投資法人は、投資家からの出資金で集めた資金の範囲内で不動産へ投資を行うこと

とされており、金融機関等からの借入れによる資金調達をすることは認められていない。 

３．Ｊ－ＲＥＩＴへの投資は、現物不動産への投資と比較すると、一般に、少額からの投資が可能で、

流動性も高く、管理の負担が小さい。 

４．Ｊ－ＲＥＩＴへ投資した投資家は、投資法人に対して解約請求をすれば投資口の払戻しを受けるこ

とができる。 

 

問題 ５１ 

 贈与等に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．贈与とは、当事者の一方が自己の財産を無償で相手方に与える意思を表示し、相手方がこれを受諾

することによって成立する契約である。 

２．書面による贈与契約は、履行していない部分について撤回することができる。 

３．負担付贈与とは、受贈者に、一定の給付をなすべき義務を負わせる贈与である。 

４．死因贈与は、贈与者の死亡により効力が生ずる贈与であるが、その受贈財産は相続税の課税対象で

ある。 

 

問題 ５２ 

 贈与税に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、相続時精算課税制度については

考慮しないものとする。 

 

１．個人が法人からの贈与により取得した財産は、贈与税の非課税財産である。 

２．扶養義務者から生活費という名目で受け取った金銭であっても、投資目的の株式購入に充てた場合

には、その金銭は贈与税の課税対象となる。 

３．被相続人の遺族が、その被相続人に係る葬儀に際して受け取った香典は、社会通念上、相当と認め

られる範囲内のものであっても、贈与税の課税対象となる。 

４
 

．特別障害者扶養信託契約に基づく信託受益権の贈与があった場合、その信託受益権の価額のうち

特別障害者１人当たり６,０００万円までの部分は、贈与税の非課税財産である。 
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問題 ５３ 

 下記の親族関係図における被相続人の相続に係る民法上の相続人および法定相続分として、正しいも

のはどれか。 

 

子Ｃ

先妻

（すでに死亡）

 母

（すでに死亡）

 父

妻Ａ 弟Ｄの配偶者弟Ｄ被相続人

子Ｂ
 

 

１．妻Ａ １／２、 子Ｂ １／２ 

２．妻Ａ １／２、 子Ｂ １／４、 子Ｃ １／４ 

３．妻Ａ １／２、 子Ｂ １／３、 子Ｃ １／６ 

４．妻Ａ １／２、 子Ｂ １／４、 子Ｃ １／８、 弟Ｄ １／８ 

 

問題 ５４ 

 遺言に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．公正証書遺言については、遺言書の原本が家庭裁判所に保管される。 

２．公正証書遺言については、相続開始後、公証人が家庭裁判所に検認の申立てを行い、相続人の立会

いの下に家庭裁判所で検認を受ける必要がある。 

３．秘密証書遺言は、公証人および証人の立会いをまったく必要とせずに作成することができる。 

４．自筆証書遺言は、遺言者による全文、日付、氏名の自書および捺印を必要とするが、必ずしも封印

をする必要はない。 
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問題 ５５ 

 下記は死亡したＡさんの親族関係図（実子Ｄは相続放棄をしている）である。Ａさんの相続に係る

相続税の課税価格の合計額が１２０,０００千円である場合における課税遺産総額として、正しいもの

はどれか。なお、課税遺産総額とは、相続税の課税価格の合計額から、遺産に係る基礎控除額を控除し

たものである。 

 

実子Ｃ

被相続人Ａ 妻Ｂ

養子Ｅ実子Ｄ

（相続放棄）
 

 

１．  ３０,０００千円 

２．  ４０,０００千円 

３．  ５０,０００千円 

４． １２０,０００千円 

 

問題 ５６ 

 下記の親族関係図において、被相続人Ａの死亡により、妻Ｂ、子Ｃ、妹Ｄのいずれも相続または遺贈

により財産を取得した。この場合における納付すべき相続税額に関する次の記述のうち、最も不適切な

ものはどれか。 

 

被相続人Ａ 妻Ｂ

子Ｃ

妹Ｄ

 

 

１．妻Ｂの納付すべき相続税額の計算において、配偶者に対する相続税額の軽減の規定の適用を受ける

ためには、相続開始時にＡとの婚姻期間が２０年以上である必要がある。 

２．妻Ｂが、配偶者に対する相続税額の軽減の規定の適用を受けた場合、妻Ｂの相続税の課税価格が

１億６,０００万円以下であれば、妻Ｂに係る相続税の納付税額は算出されない。 

３．子ＣがＡの相続開始前３年以内にＡから贈与を受けていた場合、子Ｃの納付すべき相続税額の計算

においては、その贈与分として納税した贈与税額を控除することができる。 

４．妹Ｄの納付すべき相続税額の計算においては、相続税額の２割加算の適用がある。 
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問題 ５７ 

 相続税における宅地の評価に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．宅地の価額は、その宅地が登記上は二筆に分筆された土地であっても、これを一体として利用して

いる場合は、その全体を一画地として評価する。 

２．宅地の評価方法として、路線価方式と倍率方式のうち、どちらの方式を採用するかについては、納

税者が任意に選択することができる。 

３．路線価方式とは、宅地の面する路線ごとに定められた路線価を基礎として評価額を求める方法であ

る。 

４．倍率方式とは、その宅地の固定資産税評価額に国税局長が定めた一定の倍率を乗じて計算した金額

により評価する方法である。 

 

問題 ５８ 

 Ａさんから長男Ｂおよび配偶者Ｃへの財産の移転が以下のとおりであった場合に関する次の記述の

うち、最も不適切なものはどれか。 

取得財産 
財産移転時期 移転事由 取得者 

移転時の相続税評価額
適用を受けた特例等 

土地（事業用） 
平成１８年１０月 贈与 長男Ｂ 

２０,０００千円 
相続時精算課税制度 

自宅（土地・建物） 
平成１９年 ９月 贈与 配偶者Ｃ

２０,０００千円 
贈与税の配偶者控除の特例 

現金 
長男Ｂ 

５０,０００千円 
 

現金 
平成２２年 １月 相続 

配偶者Ｃ
５０,０００千円 

 

※上記以外に長男Ｂおよび配偶者Ｃが贈与および相続により取得した財産は一切なく、また、Ａさんの

相続に関して、相続税の課税価格から控除すべき葬式費用や債務もない。 

 

１．長男Ｂが受けた平成１８年中の贈与については、相続時精算課税制度の適用により、長男Ｂが納付

すべき贈与税はない。 

２．配偶者Ｃが受けた平成１９年中の贈与については、贈与税の配偶者控除の特例の適用により、配偶

者Ｃが納付すべき贈与税はない。 

３．Ａさんの相続に係る長男Ｂの相続税の課税価格は、相続により取得した現金５０,０００千円に、

平成１８年１０月に受贈した土地の受贈時の価額である２０,０００千円が加算された額となる。 

４．Ａさんの相続に係る配偶者Ｃの相続税の課税価格は、相続により取得した現金５０,０００千円に、

平成１９年９月に受贈した自宅の受贈時の価額である２０,０００千円が加算された額となる。 

 

 



 

－24終－ 

問題 ５９ 

 相続税の納税対策等に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．相続税の納付については、金銭による一時納付のほか、延納または物納をすることも納税者が任意

に選択することができる。 

２．相続時精算課税制度の適用を受けた受贈財産は、物納に充てることはできない。 

３．相続税額を超える価額の財産による物納申請は、一切認められない。 

４．相続税を納付するために相続財産を譲渡した場合、その譲渡に係る所得税は課税されない。 

 

問題 ６０ 

 Ｙ社の社長であるＡさんは、自身が１００％保有するＹ社株式を長男Ｂに相続させるつもりである。

以下の（ア）、（イ）の生命保険を活用した相続税の納税資金対策等に関する次の記述のうち、最も不適

切なものはどれか。なお、Ａさんの推定相続人は、長男Ｂと長女Ｃの２人のみである。 

 

 保険種類 契約者（＝保険料負担者） 被保険者 死亡保険金受取人 

（ア） 終身保険 Ａさん Ａさん 長男Ｂ 

（イ） 終身保険 Ｙ社 Ａさん Ｙ社 

 

１．（ア）の保険契約に基づき支払われる死亡保険金は、相続税に係る死亡保険金の非課税金額（５００

万円×法定相続人の数）の対象となる。 

２．（ア）の保険契約は、Ｙ社株式を相続する長男Ｂから長女Ｃへの代償分割に係る代償交付金の準備

として活用することができる。 

３．（イ）の保険契約は、Ａさんの相続が発生して長男Ｂが取得するＹ社株式をＹ社が買い取るための

資金の準備として、活用することができる。 

４．（イ）の保険契約に基づきＹ社が受け取った死亡保険金を、Ａさんの死亡退職金としてＡさんの相

続人に支給した場合、その死亡退職金は、相続税に係る退職手当金の非課税金額（５００万円×法

定相続人の数）の対象とはならない。 

 

 


